
CFOの岡﨑です。 
私から、2015年８月期上期の業績、および 
通期の業績見通しについてご説明いたします。 



 

 

 



2015年８月期 上期の連結業績ですが、 
売上収益は9,496億円、前年同期比24.2％増、 
営業利益は1,500億円、同40.2％増、 
税引前四半期利益は1,636億円、同48.0％増、 
親会社の所有者に帰属する四半期利益は1,047億円、同56.2％増と 
なりました。 



まず、売上収益ですが、9,496億円と前年同期比24.2％増、1,853億円の 
増収となりました。その内訳としては、海外ユニクロ事業が1,134億円の 
増収、国内ユニクロ事業が489億円の増収、グローバルブランド事業が 
228億円の増収となっております。 
 
この結果、海外ユニクロ事業の売上構成比は36.4％と、前年同期比で 
6.0ポイント拡大し、国内ユニクロ事業の売上構成比が50％を切りました。 

 



売上総利益は4,795億円と前年同期比27.0％増の増益となりました。 
なお、売上総利益率は50.5％と、前年同期比1.1ポイント改善いたしました。 
これは主に、国内ユニクロ事業の売上総利益率が同1.8ポイント改善した 
ためです。 
 
販管費は3,363億円と同23.4％増となりました。売上販管費比率は35.4％と、
前年同期比0.3ポイント低下しております。これは主に国内ユニクロ事業で 
販管費比率が0.4ポイント低下したこと、海外ユニクロ事業の１店舗当たりの
売上が増加し、販管費比率が改善したことによります。 
 
売上収益から売上原価、販管費を控除した事業利益は、1,431億円と 
同36.4％増の増益となりました。 
 
その他収益・費用の合計は68億円と同48億円増加いたしました。 
これは主に、 期首の為替レート、１ドル約103円に比べ、２月末の為替レート
が１ドル約119円と円安となったことにより、海外子会社の仕入れにかかわる 
一時立替金などに為替差益が69億円発生したことによります。 
 
これらの結果、営業利益は1,500億円、同40.2％増の増益となりました。 
 
 



次に、金融損益ですが、為替が円安になったことから、外貨建資産などの 
換算差額が増え、金融損益はネットで135億円のプラスとなっております。 
 
この結果、税引前四半期利益は1,636億円と同48.0％増、 
親会社の所有者に帰属する四半期利益は1,047億円、同56.2％増と 
なりました。 

 



次にセグメント別の業績についてご説明します。 
 
国内ユニクロ事業の売上収益は4,545億円、営業利益は894億円、 
海外ユニクロ事業の売上収益は3,455億円、営業利益は428億円、 
グローバルブランド事業の売上収益は1,482億円、営業利益は117億円と、 
いずれのセグメントでも増収増益を達成いたしました。 



まず、国内ユニクロ事業ですが、売上収益、営業利益ともに計画を上回る
増収増益を達成いたしました。 



国内ユニクロの売上収益は4,545億円と、前年同期比12.1％の増収と 
なりました。これは主に、既存店売上高が同8.4％の増収となったこと、 
スクラップ＆ビルドによる店舗の大型化で１店舗当たりの売上が増加したこと
によります。 
 
既存店売上高8.4％増の内訳は、客単価で10.2％の増加、客数で1.6％の減少
となります。 
 
第２四半期は気温が低く推移したことから、ヒートテックエクストラウォーム、 
ウルトラライトダウン、スウェットといった冬物コア商品の販売が好調に推移 
いたしました。また、初売りも多くのお客様にご来店いただき、大変な賑わいと
なりました。 
 
客単価は10.2％増加いたしました。これは、インナー部門で 
ヒートテックエクストラウォームの構成比が高まったこと、アウター部門で 
ウールアウター、ボトムス部門でジーンズなど、単価が比較的高い商品の 
販売が好調だったことによります。 
 
なお、２月末の直営店舗数が814店舗と前年同期末比で18店舗の減少となり 
ました。このうち９店舗は直営店がフランチャイズ店に転換したものです。 
 
３月の既存店売上高は、すでにお知らせしている通り3.0％減と 
なっております。 
 
 



次に、国内ユニクロ事業の売上総利益率ですが、49.5％と 
前年同期比1.8ポイント改善いたしました。これは計画を若干上回る水準と
なっております。 
 
第１四半期の粗利益率は前年同期比で改善し、計画を上回りました。 
これは９月初旬に気温が低下したことにより秋冬商品の立ち上がりが 
早かったこと、ヒートテック、ウルトラライトダウンなど冬物コア商品の販売が
好調だったことによります。 
 
第２四半期の粗利益率は、前年同期比では改善しましたが、計画に対して 
若干下回る結果となりました。これは１月の初売りセールで値引き商品に 
販売が集中したためです。 



売上販管費比率は30.0％と、前年同期比0.4ポイント低下いたしました。 
これは、計画に対して、金額ベースではほぼ計画通り、売上比率では 
若干下回りました。 
 
経費比率の内訳としては、広告宣伝費で0.6ポイント、賃借料で0.2ポイント、
減価償却費で0.1ポイント低下している一方で、人件費で0.1ポイント、 
その他経費で0.3ポイント増加しております。 
 
広告宣伝費比率の低下は、経費の見直しなど計画的に削減している 
もので、金額ベースでほぼ計画通りとなっております。 
 
賃借料率の低下は、既存店売上が好調だったことにより、効率が改善 
されたためです。 
 
人件費比率の上昇は、店舗スタッフの人件費を増やした影響によります。 
 
その他経費比率の上昇は、定番商品を中心に倉庫在庫を増やしたこと 
による倉庫費増などによるものです。 
 
 
 
 
 
 
 



次に海外ユニクロ事業についてご説明いたします。 
 
売上収益は3,455億円、前年同期比48.9％増、営業利益は428億円、 
同63.2％増と、計画を上回る大幅な増収増益となりました。 
なお、為替の影響を除いた現地通貨ベースでも計画を上回る増収増益 
を達成しております。 
 
特にグレーターチャイナ、韓国の業績が好調で、計画を上回ることが 
できました。欧州事業はほぼ計画通りの業績となっております。 
米国事業は計画を下回り減益の結果となりました。 
 
この上期では、アジア、米国を中心に、92店舗を出店、 
９店舗を閉店し、83店舗の純増となりました。海外ユニクロ事業全体での 
店舗数は２月末で716店舗に達しております。 
 
 



次に、各エリアの業績トレンドについてご説明いたします。 
 

中国、香港、台湾といったグレーターチャイナの業績は計画を上回り、大幅な増収増益を達成
いたしました。特に台湾は既存店売上高が２桁増収と好調を維持しております。 
中国でも、冬物コア商品の販売が順調だったことに加え、旧正月商戦でも好調な売上となった
ことから既存店売上高は増収となりました。 
上期ではグレーターチャイナ全体で48店舗を出店、７店舗を閉店し、２月末の店舗数は 
415店舗に達しております。 
 

韓国も、計画を上回る大幅な増収増益となりました。既存店売上高は、大幅増収を達成した
昨年をさらに上回り、２桁増収となっております。 
上期では８店舗を出店、２店舗を閉店し、139店舗まで拡大しております。 
 

シンガポール、マレーシア、タイ、フィリピン、インドネシアといった東南アジア地区は、 
ほぼ計画どおりの増収増益となりました。上期では16店舗出店し、２月末で95店舗まで 
拡大しております。 
 
オーストラリア事業は計画を下回り減益となりました。上期に３店舗を新規出店したことによる
経費増、南半球で初めての春夏商売だったことから苦戦し、売上が計画を下回ったためです。 
 
米国の業績は、売上と粗利益率が計画を下回ったことにより赤字幅が拡大いたしました。 
秋冬商品の立ち上がりが遅れ、既存店売上高は計画を下回り、新規店舗の売上も計画未達
となっております。この結果、シーズン末での在庫処分が増加し、粗利益率が低下 
いたしました。また、店舗数が前年同期末の17店舗に対し、22店舗拡大したことによる 
経費増も収益を圧迫いたしました。 
 

欧州は、ほぼ計画通りの増収増益となりました。英国、フランスは既存店が増収となり、 
利益は計画を上回りました。ドイツは計画未達、またロシアは、事業利益で増益だった 
ものの、通貨危機による一時的な影響で営業利益は計画を下回りました。 



次に、グローバルブランド事業についてご説明いたします。 
売上収益は1,482億円、前年同期比18.3％増、営業利益は117億円、 
同23.4％増と、増収増益を達成いたしました。これは売上、利益ともに 
ほぼ計画どおりの水準となっております。 
 
ジーユー事業については、計画を上回る増収増益を達成いたしました。 
上期では、キャンペーン商品のニット、スカート、冬物アウターの販売が 
好調だったことに加え、ジーユーベーシックといった新しいカテゴリーの 
商品の販売も順調に推移したことから、既存店売上高は増収、粗利益率も
改善し増益となりました。上期では28店舗を出店、９店舗を閉店し、 
２月末の店舗数は295店舗となりました。 
 
セオリー事業とコントワー・デ・コトニエ事業は、上期では計画を下回り、 
若干の減益、プリンセス タム・タム事業は計画通り前年並みの業績と 
なっております。 
 
J Brand事業は計画を下回り、赤字幅は若干拡大いたしました。 
 

 



次に2015年２月末のバランスシートの説明をさせていただきます。 
 
資産合計は1兆2,762億円と、前年同期末比3,059億円増加いたしました。 
これは、流動資産が同2,870億円増加したこと、および非流動資産が 
同188億円増加したためです。 
 
またこれにより、資本合計は、1,537億円増の8,049億円となっております。 
 
詳細については、次のスライドでご説明いたします。 



まず、流動資産が2,870億円増加した要因をご説明いたします。 
現金及び現金同等物は4,628億円と、前年同期末比で1,039億円増加いたし 
ました。これは、ユニクロ事業をはじめとする各事業の営業キャッシュフローが 
増加したこと、および期末日が休業日だったことにより仕入債務が増加した 
ためです。 
 
たな卸資産は2,109億円と、前年同期末比424億円増加しております。 
国内ユニクロ事業の２月末在庫は同74億円増加いたしました。 
これは、通年で販売する定番商品を増やしたこと、春物商品の投入を早めた影響
によります。海外ユニクロ事業の在庫は、同301億円増加いたしました。 
これは、２月末の店舗数が、前年同期末比で182店舗増えたことによります。 
グローバルブランド事業の在庫は、同48億円増加しております。これは、ジーユー
事業、セオリー事業の事業拡大に伴って在庫が増加したことによります。 
 
デリバティブ金融資産は、資産側で1,870億円となりました。国内ユニクロ事業な
どでは、長期的なヘッジ方針に従って為替予約を行っております。２月末の為替
レートが、保有する為替予約の平均レートより円安となり、その乖離が拡大した 
ため、前年同期末に比べ755億円増加いたしました。 
なお、ヘッジ会計を適用していることから、損益への影響はありません。 
 
非流動資産は、前年同期末比で188億円増加しております。 
これは、海外ユニクロ事業、グローバルブランド事業で店舗数がそれぞれ 
同182店舗、102店舗増加したことにより有形固定資産が同252億円増加したこと
によります。一方で、無形資産は、2014年８月期末にJ Brandの減損損失を計上 
したことにより、138億円減少いたしました。 



次に、キャッシュ・フローについてご説明いたします。 
 
営業活動によるキャッシュ・フローは、2,240億円の収入となりました。 
ユニクロ事業をはじめとする各事業の利益貢献1,636億円と、収入が増加 
したことに加え、運転資金の収入が793億円の増加となりました。 
これは、期末日が休日だったことにより、仕入債務が増加したこと、 
および棚卸資産が８月末に比べて減少したためです。 
 
投資活動によるキャッシュ・フローは740億円の支出となりました。 
支出の主な内訳としては、定期預金で458億円、 
有形固定資産の取得で216億円、システム投資などによる 
無形資産の取得で34億円となっております。 
一時的に３ヶ月超の定期預金が増加したため、投資活動による支出は 
昨年に比べ大幅に増加いたしましたが、この資金458億円は実質的には 
流動性が高い資金と言えます。 
 
なお、連結の設備投資額は306億円、内訳としては、国内ユニクロ事業で 
52億円、海外ユニクロ事業で174億円、グローバルブランド事業で43億円、 
システム投資などで34億円となっております。 
 
財務活動によるキャッシュ・フローは、223億円の支出となりました。 
主な内訳としては、配当金の支払額152億円の支出となっております。 
 
以上の結果、2015年２月末における現金及び現金同等物の期末残高は 
4,628億円となりました。 



続いて、2015年８月期の通期業績予想について、ご説明いたします。 
 
通期の売上収益は期初予想より500億円増額修正し、１兆6,500億円、 
営業利益は200億円増額修正し、2,000億円といたしました。 
 
これは上期で、国内ユニクロ事業、海外ユニクロ事業が上ブレしたこと、 
円安による為替差益が発生したことによります。 
 
金融損益については、２月末の為替が１ドル約119円、１ユーロ約134円
だったことから、上期には127億円の為替差益を計上しておりますが、 
2015年８月末の為替レートは２月末と比較して若干の円高を想定し、 
１ドル約118円、１ユーロ約132円の前提で、 
通期の金融損益は約115億円を予想しております。 
 
なお、上期の実績を踏まえ、非支配持分利益と、税金の予想を修正し、 
親会社の所有者に帰属する当期利益の予想を1,200億円といたしました。 



上期の営業利益は期初予想に対し300億円の上ブレとなっておりますが、 
通期の営業利益の予想は200億円の上方修正に留まっております。 
 
まず国内ユニクロ事業の下期の予想ですが、想定以上に円安が進んだこと
による原価のコストアップで、期初予想より若干減額修正を行っております。 
 
海外ユニクロ事業については、下期では、米国の業績の下ブレを 
見込み、若干の減額修正を行っております。 
 
グローバルブランド事業については、J Brand事業などの業績の下ブレを 
見込み、若干の減額修正を行っております。 
 
これに加え、その他および調整額が期初予想よりもマイナス幅が増額する 
ことを見込んでおります。 
上期では、その他および調整額が、プラス59億円となりましたが、これは 
主に、円安により立替金の決済に係わる為替差益が発生したためです。 
下期では、上期末に対して、若干の円高を見込んでいるため、為替差損を 
予想し、また、ファーストリテイリング単体で、人件費などのコスト増を 
見込み、期初予想よりも減額修正を行っております。 



次に、各事業の通期予想を申し上げます。 
 
通期の国内ユニクロ事業は増収増益を見込んでおります。 
通期の既存店売上高は約5.5％増、下期のみは、約1.5％増を予想して 
おります。ただし、下期は原価のコストアップなどにより粗利益率は 
前年よりも低下する見込みとなっており、下期のみの営業利益は 
前年同期比で横ばいに留まる見込みです。 
 
海外ユニクロ事業は大幅な増収増益を見込んでおります。 
グレーターチャイナ、韓国の業績は引き続き好調なトレンドを維持し、大幅な
増収増益を予想しておりますが、米国の赤字幅は拡大する見込みです。 
通期の海外ユニクロ事業全体の出店数は200店舗を予定しております。 
 
グローバルブランド事業は増収増益を見込んでおります。 
ジーユー事業は、通期で増収増益を見込み、営業利益率も改善する見込み
です。セオリー事業などその他のブランドは前年並みの業績を見込んで 
おります。 



次に、2015年８月期の１株当り配当金についてご説明いたします。 
本日の取締役会にて、中間配当金を、１株当り175円と決議いたし 
ました。これは前年に比べ、25円の増配となっております。 

 

また、期末配当金についても１株当り175円を予想しております。 
この結果、年間の配当金は１株当り350円、50円の増配を 
予想しております。 

 



最後に、補足情報として参考資料の22ページをご覧ください。 
この下期から一部に影響が出始める国内ユニクロ事業の価格戦略につい
て、ご説明いたします。 

2015年秋冬物商品の約２割の品番数において、価格を上げる商品が出る
見込みです。値上げの要因としては、円安によるコストアップ、原材料の 
長期的な上昇、生産国における人件費上昇があります。 

2014年秋冬商品では、平均５％の値上げを行いましたが、 
円安がさらに進んだことにより、コストを吸収することが出来ず、 
一部の商品の価格の見直しとなっております。今回の値上げは、 
値上げしない商品も含んだ全体で、平均１割程度の単価アップを 
予想しております。 

まず円安によるコストアップですが、弊社では、長期的な為替予約を行って
おりますが、社内調達レートも徐々に円安が進み、コストアップの要因と
なっております。 
原材料価格の長期的な上昇につきましては、ユニクロではメリノウールや、
カシミヤ、デニムなど、品質にこだわった素材を調達しているため、長期的
な調達価格は、上昇傾向にあります。 
また、中国などの生産国における人件費は、年々上昇傾向が続いており、
生産コストを圧迫しております。 

このようなコストアップの中で、企業努力を続けてまいりましたが、継続的に 
高い品質と付加価値ある商品を提供させて頂くために、値上げに 
踏み切らざるを得ないと判断いたしました。 
今まで以上に、付加価値を高めた商品を、お値打ち価格で 
提供することで、お客様の期待にお応えしていきたいと考えています。 

以上で私からの説明を終わります。ありがとうございました。 








